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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第78期
第３四半期
連結累計期間

第79期
第３四半期
連結累計期間

第78期

会計期間
自  平成23年１月１日

至  平成23年９月30日

自  平成24年１月１日

至  平成24年９月30日

自  平成23年１月１日

至  平成23年12月31日

営業収益 （千円） 16,049,065 17,175,398 24,426,515

経常利益 （千円） 1,296,904 597,270 1,890,167

四半期（当期）純利益 （千円） 976,562 177,821 1,321,749

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 939,513 245,042 1,287,166

純資産額 （千円） 11,470,360 11,734,349 11,818,013

総資産額 （千円） 49,956,020 50,704,114 50,055,380

１株当たり四半期（当期）
純利益金額

（円） 23.77 4.33 32.17

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 23.0 23.1 23.6

　

回次
第78期
第３四半期
連結会計期間

第79期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年７月１日

至  平成23年９月30日

自  平成24年７月１日

至  平成24年９月30日

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額（△）

（円） △2.83 0.78

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３　第78期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　

２ 【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業

の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当第３四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社　　　　　 

及び連結子会社）が判断したものであります。

　

(1)　業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用情勢に改善の動きが見られたもの

の、世界景気の減速等を背景として回復の動きに足踏みが見られました。

当不動産流通業界におきましては、首都圏中古マンション、中古戸建住宅の成約件数は前年同期を上回

る高水準で推移し、地価についても下落率の縮小が見られる等、回復の兆しが見え始めております。

このような状況において当社グループは、アセットソリューション事業において販売用不動産の売却

が増加したことにより、当第３四半期連結累計期間における営業収益は171億７千５百万円（前年同期比

7.0％増）となったものの、販売受託事業において都心大型物件の引渡しが減少したこと等により営業利

益は８億３千４百万円（前年同期比46.5％減）、経常利益は５億９千７百万円（前年同期比53.9％減）、

四半期純利益は１億７千７百万円（前年同期比81.8％減）となりました。

　

各セグメントの業績は次のとおりであります。

　

(仲介事業)

法人仲介、個人仲介ともに手数料収入が増加いたしました。

この結果、営業収益は17億５千９百万円（前年同期比16.5％増）、営業損失は７千７百万円（前年

同期は営業損失２億３千８百万円）となりました。

　

(アセットソリューション事業)

販売用不動産の売却が増加したものの、利益率の高い物件の売却が減少したこと等により、営業収

益は51億１千８百万円（前年同期比39.3％増）、営業利益は７億２千７百万円（前年同期比25.1％

減）となりました。
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(販売受託事業)

都心大型物件の引渡しの減少により、手数料収入が減少いたしました。

この結果、営業収益は13億９千７百万円（前年同期比31.8％減）、営業損失は２億９千万円（前年

同期は営業利益２億３千５百万円）となりました。

なお、当第３四半期連結累計期間において、「ザ・タワーレジデンス大塚」（東京都豊島区）、

「Brilliaレジデンス六甲アイランド」（神戸市東灘区）等の引渡しを行いました。

　

(賃貸事業)

管理戸数が増加したこと等により、営業収益は88億９千９百万円（前年同期比1.0％増）となった

ものの、管理体制強化に伴う人員増強コストの増加等により、営業利益は12億３千６百万円（前年同

期比16.8％減）となりました。

　

(2)　財政状態の分析

(資産)

当第３四半期連結会計期間末における総資産は507億４百万円（前連結会計年度末比1.3％増）と

なりました。これは主として、販売用不動産が19億６千１百万円減少した一方、株主に対する短期貸付

金が25億３千４百万円増加したことによるものであります。

　

(負債)

当第３四半期連結会計期間末における負債は389億６千９百万円（前連結会計年度末比1.9％増）

となりました。これは主として、社債が８億円増加したことによるものであります。

　

(純資産)

当第３四半期連結会計期間末における純資産は117億３千４百万円（前連結会計年度末比0.7％

減）となりました。これは主として、四半期純利益を１億７千７百万円計上した一方、剰余金の配当に

より３億２千８百万円減少したことによるものであります。

　

(自己資本比率)

当第３四半期連結会計期間末における自己資本比率は23.1％（前連結会計年度末比0.5ポイント

減）となりました。

　

(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。

　

(4)　研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第３四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成24年９月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成24年11月13日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 41,088,508 41,088,508
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は
100株であります。

計 41,088,508 41,088,508－ －

　
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

 

(千円)

資本金残高

 

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成24年７月１日～

平成24年９月30日
－ 41,088,508 － 3,108,506 － 2,553,050

　
　
(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

EDINET提出書類

東京建物不動産販売株式会社(E04058)

四半期報告書

 5/17



　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成24年6月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

①　【発行済株式】

平成24年6月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式                    －                    － －

議決権制限株式（自己株式等）                    －                    － －

議決権制限株式（その他）                    －                    － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

                   － －
普通株式 100

完全議決権株式（その他） 普通株式 41,084,100 410,841 －

単元未満株式 普通株式 4,308                   － －

発行済株式総数 　 41,088,508                   － －

総株主の議決権                    － 410,841 －

　

②　【自己株式等】

平成24年6月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

東京建物不動産販売㈱
東京都新宿区西新宿一丁目

25番１号
100 － 100 0.0

計 － 100 － 100 0.0

　
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

常務取締役 賃貸営業本部長 常務取締役
賃貸営業本部長

兼ＲＭ営業部長
平野　慎一 平成24年３月29日

取締役 経営管理本部長 取締役
経営管理本部長

兼経理部長
那須　健二 平成24年９月１日

　

EDINET提出書類

東京建物不動産販売株式会社(E04058)

四半期報告書

 6/17



第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。

　

２. 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年７月１

日から平成24年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年１月１日から平成24年９月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,356,961 3,748,087

営業未収入金 639,724 609,688

販売用不動産 19,393,531 17,432,162

未成業務支出金 978,439 1,693,332

株主に対する短期貸付金 598,821 3,132,999

その他 1,715,422 1,913,405

貸倒引当金 △16,867 △12,274

流動資産合計 27,666,033 28,517,401

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 8,233,614 8,111,745

土地 7,555,839 7,569,600

その他（純額） 102,457 92,735

有形固定資産合計 15,891,911 15,774,081

無形固定資産 264,540 303,193

投資その他の資産

投資有価証券 3,791,077 3,739,262

敷金及び保証金 1,773,911 1,725,815

その他 667,906 644,359

投資その他の資産合計 6,232,895 6,109,437

固定資産合計 22,389,347 22,186,712

資産合計 50,055,380 50,704,114
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

負債の部

流動負債

営業未払金 566,009 678,153

短期借入金 11,356,000 5,807,500

未払法人税等 126,873 540,174

賞与引当金 85,239 347,820

役員賞与引当金 63,850 46,650

前受金 955,421 1,578,313

受託預り金 3,527,933 3,371,980

預り金 1,708,336 2,065,618

その他 1,004,616 954,135

流動負債合計 19,394,281 15,390,347

固定負債

社債 － 800,000

長期借入金 12,145,500 16,185,500

退職給付引当金 1,487,817 1,558,535

役員退職慰労引当金 109,360 113,886

長期預り敷金保証金 5,100,407 4,921,496

固定負債合計 18,843,084 23,579,418

負債合計 38,237,366 38,969,765

純資産の部

株主資本

資本金 3,108,506 3,108,506

資本剰余金 6,415,055 6,415,055

利益剰余金 2,306,991 2,156,105

自己株式 △60 △60

株主資本合計 11,830,493 11,679,607

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △12,479 54,742

その他の包括利益累計額合計 △12,479 54,742

純資産合計 11,818,013 11,734,349

負債純資産合計 50,055,380 50,704,114
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年９月30日)

営業収益 16,049,065 17,175,398

営業原価 13,206,962 15,145,562

営業総利益 2,842,103 2,029,835

販売費及び一般管理費 1,283,856 1,195,511

営業利益 1,558,246 834,324

営業外収益

受取利息 11,665 12,264

受取配当金 14,677 33,949

その他 11,331 16,970

営業外収益合計 37,673 63,185

営業外費用

支払利息 299,011 244,741

その他 4 55,497

営業外費用合計 299,016 300,238

経常利益 1,296,904 597,270

特別利益

固定資産売却益 22,541 －

投資有価証券売却益 － 39,825

特別利益合計 22,541 39,825

特別損失

固定資産除却損 2,524 1,858

減損損失 1,298 －

災害による損失 90,546 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 25,402 －

特別損失合計 119,772 1,858

税金等調整前四半期純利益 1,199,673 635,237

法人税、住民税及び事業税 167,077 749,723

法人税等調整額 56,032 △292,307

法人税等合計 223,110 457,416

少数株主損益調整前四半期純利益 976,562 177,821

四半期純利益 976,562 177,821
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 976,562 177,821

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △37,049 67,221

その他の包括利益合計 △37,049 67,221

四半期包括利益 939,513 245,042

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 939,513 245,042

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成24年１月１日  至  平成24年９月30日)
連結の範囲の重要な変更
前連結会計年度において連結しておりました八重洲アセット合同会社については、当連結会計年度の第３四半
期連結会計期間に清算結了したことにより連結の範囲から除外しております。

　

【追加情報】

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成24年１月１日　至　平成24年９月30日)

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用）

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

前連結会計年度

(平成23年12月31日)

当第３四半期連結会計期間

(平成24年９月30日)

　１　偶発債務 　１　偶発債務

(1)　保証債務 4,200,729千円

(注) 抵当権設定登記完了までの販売受託物件購入
者の住宅ローン及び仲介物件購入者の住宅
ローンに対するものであります。

(1)　保証債務 2,637,414千円

(注) 抵当権設定登記完了までの販売受託物件購入
者の住宅ローン及び仲介物件購入者の住宅
ローンに対するものであります。

(2)　売買予約 3,025,500千円

(注) 出資先の不動産等に対するものであります。

(2)　売買予約 3,025,500千円

(注) 出資先の不動産等に対するものであります。
　２　当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行７行と当座貸越契約を締結しており
ます。
また、当社グループは東京建物株式会社が導入し
ているＣＭＳ（貸出コミットメント）に参加し
ております。
これらに基づく当連結会計年度末における当座
貸越契約及び貸出コミットメントにかかる借入
金未実行残高等は以下のとおりであります。

 
　当座貸越極度額及び貸出
コミットメントの総額

31,500,000千円

　貸出実行残高 －千円

　差引額 31,500,000千円

　２　当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うた
め取引銀行６行と当座貸越契約を締結しており
ます。
また、当社グループは東京建物株式会社が導入し
ているＣＭＳ（貸出コミットメント）に参加し
ております。
これらに基づく当第３四半期連結会計期間末に
おける当座貸越契約及び貸出コミットメントに
かかる借入金未実行残高等は以下のとおりであ
ります。

　当座貸越極度額及び貸出
コミットメントの総額

31,500,000千円

　貸出実行残高 200,000千円

　差引額 31,300,000千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３

四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

　

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年９月30日)

減価償却費 311,095千円 329,469千円
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自  平成23年１月１日  至  平成23年９月30日）

１. 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年３月29日
定時株主総会

普通株式 328,707 ８ 平成22年12月31日 平成23年３月30日  利益剰余金

平成23年８月３日
取締役会

普通株式 164,353 ４ 平成23年６月30日 平成23年９月２日  利益剰余金

　

２. 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自  平成24年１月１日  至  平成24年９月30日）

１. 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年３月28日
定時株主総会

普通株式 164,353 ４ 平成23年12月31日 平成24年３月29日  利益剰余金

平成24年８月６日
取締役会

普通株式 164,353 ４ 平成24年６月30日 平成24年９月４日  利益剰余金

　

２. 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年９月30日）

報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

　

　
仲介事業
(千円)

アセットソ
リューショ
ン事業
(千円)

販売受託
事業
(千円)

賃貸事業
(千円)

計
(千円)

調整額
(千円)
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(千円)
(注)２

営業収益 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への営業
収益

1,510,4563,675,4092,049,0388,814,16116,049,065－ 16,049,065

  セグメント間の内
部営業収益又は振
替高

133,174 － 10,09639,041182,312△182,312 －

計 1,643,6303,675,4092,059,1358,853,20316,231,378△182,31216,049,065

セグメント利益
又は損失（△）

△238,365971,039235,4471,485,6942,453,815△895,5691,558,246

(注) １　セグメント利益又は損失（△）の調整額△895,569千円は、各報告セグメントに配分しない全社費用でありま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成24年１月１日　至　平成24年９月30日）

報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

　

　
仲介事業
(千円)

アセットソ
リューショ
ン事業
(千円)

販売受託
事業
(千円)

賃貸事業
(千円)

計
(千円)

調整額
(千円)
(注)１

四半期連結損
益計算書計上

額
(千円)
(注)２

営業収益 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への営業
収益

1,759,8105,118,5081,397,1728,899,90617,175,398－ 17,175,398

  セグメント間の内
部営業収益又は振
替高

212,231 － 8,822 37,397258,450△258,450 －

計 1,972,0415,118,5081,405,9948,937,30317,433,849△258,45017,175,398

セグメント利益
又は損失（△）

△77,424727,408△290,4811,236,7531,596,255△761,930834,324

(注) １　セグメント利益又は損失（△）の調整額△761,930千円は、各報告セグメントに配分しない全社費用でありま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

　　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日
  至  平成23年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年１月１日
  至  平成24年９月30日)

 １株当たり四半期純利益金額
　

23円77銭 ４円33銭

(算定上の基礎)
　

　 　

四半期純利益金額 (千円) 976,562 177,821

普通株主に帰属しない金額 (千円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額 (千円) 976,562 177,821

普通株式の期中平均株式数 (株) 41,088,387 41,088,387

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

　

　
２ 【その他】

第79期（平成24年１月１日から平成24年12月31日まで）中間配当については、平成24年８月６日開催の取締役会にお

いて、平成24年６月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　 164,353千円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　  ４円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　平成24年９月４日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年11月13日

東京建物不動産販売株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

　
 
 
公認会計士    多田　　修    印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

　
 
 
公認会計士    神山　宗武    印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

　
 
 
公認会計士    善方　正義    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京
建物不動産販売株式会社の平成24年１月１日から平成24年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会
計期間（平成24年７月１日から平成24年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年１月１日か
ら平成24年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計
算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京建物不動産販売株式会社及び連結子会社
の平成24年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に
表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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